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Image：茶畑での農薬散布（インド・ケーララ州）
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1950年以来、世界人口は倍増したが、その人口に供給する食料生産に利用できる耕
地面積の拡大はわずか10%にとどまっている。土壌から栄養が奪われ、劣化が進行す
る耕地で、食料を低価格で供給しなければならないという厳しい状況になっている。
肥料と農薬という外部から投入する手段に頼ることは、大規模な商業的集約農業シス
テムのための短期的解決策にすぎない。

合成農薬は1950年代以来、世界中の工業型農業で広く使われてきた。これら初期の
農薬の多くは残留性が高く、長年広い地域で繰り返し使用された結果、環境の隅々に
まで蔓延するに至った。特にDDT とその代謝物などの農薬は分解に非常に長い期間
を要し、数十年前に使用が禁止されたにも関わらず、現在の環境中でごく普通に見つ
かるほどである。

このような残留性や野生生物への潜在的な有害性から、農薬の悪影響をめぐる因果関
係についての研究が過去30年間に急増した（Köhler and Triebskorn, 2013）。現
在、農薬の悪影響は広く、多様であることが明らかになっている。同時に、農薬が人
の健康に与える悪影響やその作用機序に関する科学的理解も急速に進歩し、農薬の曝
露と発達障害、神経系と免疫系の障害、一部のがんのリスク上昇との間の統計的関連
性を明らかにする研究結果も発表されてきている。

とはいえ、特定の農薬の曝露が人において疾患や障害を引き起こすと確実に証明す
ることは、かなりの難問である。農薬に全く曝露したことがない人の集団というよう
なものは存在せず、また、ほとんどの疾患には複数の原因があり、公衆衛生上の評価
は相当複雑になる（Meyer-Baron et al. 2015）。さらに、人は日常生活の中で、多
数の曝露経路を通じ、農薬だけでなく、絶えず増え続ける混合状態の合成化学物質に
複合曝露している。農薬はこうした化学物質による負荷をさらに増大させる一因であ
る。

OECD加盟国の最近の調査（2008年）では、日本の単位面積当たりの農薬使用量は
韓国についで2位と極めて多い。2002年の調査では1位で、当時OECDからも農薬
使用量が多いことが指摘されている。また、農薬残留基準も欧州に比べ緩いものが多
く、種類によっては100倍を超えるほど緩い場合もあるのが現状である。実際に一般
人が日常的に多種類の農薬曝露を受けていることが環境省の調査「日本人における化
学物質のばく露量について」* から明らかとなっており、複数の有機塩素系農薬やあ
る種の有機リン系農薬代謝物は、検査した全員から検出されている。

* 「日本人における化学物質のばく露量について」化学物質の人へのばく露量モニタリング調査（2011〜）
http://www.env.go.jp/chemi/dioxin/pamph.html

要旨
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特に曝露が多い集団または脆弱な集団
一般に人は摂取する食品を通じ、毎日、種々の組み
合わせの農薬に曝露している。農薬が使われる農業
地域では、撒かれた農薬は空中を浮遊し、土壌と水
路を汚染し、農薬の標的ではない植物種にも必然的
に吸収される。都市部では、レクリエーション施設
などで農薬が散布されるため、近隣住民は混合状態
の農薬の曝露を受ける。さまざまな家庭用害虫駆除
剤の日常的な使用も住宅と庭の汚染につながる。 

特に曝露が多い集団や脆弱な集団は次の通りである：

• 作業中に大量の農薬に曝露する農業労働者と農
薬散布者、特に温室で作業を行う人。これはそ
のような労働者の血中と毛髪中から検出される
濃度により明らかである。

• 胎児と乳幼児。妊婦が農薬に曝露すると、これ
らの農薬は子宮内の胎児に直接到達することが
ある。発達期の胎児は農薬の有害な影響に対し
て特に脆弱である。よちよち歩きの幼児とハイ
ハイをする赤ん坊は、家の中の様々なものに触
り、手を口に入れることが多く、曝露する可能
性が高いため、乳幼児は一般に、成人よりも影
響を受けやすい。また、小児は成人よりも体が
小さく、体内で有害物質を代謝する能力が低い。 

広がる健康影響
子宮内で高濃度の農薬に曝露した子どもでは、認知
発達の遅れ、行動への影響、先天異常などの健康へ
の影響が報告されている。また、農薬の曝露と小
児白血病の発生率の間には強い相関関係がある。

農薬の曝露の増加が、複数のがん（前立腺がん、
肺がん、その他）やパーキンソン病、アルツハイ
マー病などの神経変性疾患の発生率上昇を示す複
数の研究結果もある。農薬が体内の正常な内分泌
系および免疫系の機能を妨げることを示唆する証
拠も得られている。そうした障害の作用機序はよ
くわかっていないが、あるケースでは、細胞レベ
ルの酵素機能や重要なシグナル伝達系が妨げられ
ることが明らかになっている。農薬は、DNAにエ
ピジェネティックな変異*1 を起こして正常な遺伝
子発現を妨げることがあるが、その変異が農薬に
曝露していない世代に引き継がれることも示唆さ
れている。つまり、農薬による悪影響は、その物
質の使用が禁止された後にも、きわめて長期的に
子孫にまで続く可能性がある。

このレポートでは、農薬の健康影響として、「確
定した既知の影響」と「疑われる影響」の両面か
ら、急増している研究例について考察する。不確
実な要素や未知の要素が避けられないことや、相
反する研究結果や発展途上の研究も含め、このレ
ビューでは、現在、工業型農業、特に化学合成農
薬の使用が、いかに農業労働者とその家族、さら
にはより広範な集団の健康に悪影響を与えている
かを示す研究報告を総合的に評価する。健康に対
して潜在的危険性がある多数の農薬の中には、現
時点で認可を受けている有機リン系殺虫剤、クロ
ルピリホス、マラチオンも含まれている。クロル
ピリホスは食品中や、人の母乳からも検出され、
公衆衛生分野の研究では、多種類のがん、小児の
発達障害、神経機能障害、パーキンソン病、化学
物質過敏症との関連性を示す強い証拠が得られて
いる。

*１（訳注）エピジェネティクスとはDNA塩基配列の変化を伴
わない遺伝子の発現制御現象の総称で、特にDNAの修飾（メ
チル化）などは一旦起こると影響が長く続き、領域によって
は次世代に伝わるため注目されている。ある有機塩素系農薬
は、このエピジェネティックな変化を起こし、次世代に障害
をもたらすことが報告されている。
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解決策 － 生態系農業
有害な農薬への曝露を減らすための唯一の確実な方法は、これまでよりも長期的
視野に立ち持続的な食料生産方法への移行である。そのためには、標的ではない
生物に対して有害なすべての農薬の段階的禁止を直ちに着手する法的拘束力のあ
る協定を、国内レベルと国際レベルの両面で施行する必要がある。農業の在り方
の抜本的改革には、化学物質の投入に強く依存する工業型農業から生態系農業
（自然の生態系を保全し持続可能な環境保護型農業）の全面的な実施へと移行す
ること、すなわち、生態系農業を人間の食料供給および私達が生存する生態系を
守るための唯一の手段とするというパラダイムシフトが必要である。生態系農業
は、有害な化学物質に依存せず、健康的で安全な食料を供給する、現代的かつ効
果的な農業の方法である。

生態系農業で育てているそら豆　 ギリシャの農産物の中でも主要なタンパク源作物
 © Greenpeace / Panos Mitsios
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1.1  農業における農薬
世界中の農業で合成化学物質の農薬が使われ始
めたのは1950年代のことであるが、使われる
農薬の種類と多様性は時代につれて変化してき
た。当時、有機塩素系、有機リン系、カーバ
メート系、ピレスロイド系の農薬が世界市場
に導入され、工業型農業、別名「緑の革命」
の到来を告げた。それから数十年、別のタイ
プの農薬（例えばネオニコチノイド系）が世
界市場に導入され、工業型農業は害虫と病気
から作物を守り、収量を確保または引き伸ば
すために、合成化学物質への依存をますます
強めてきた。

テキストボックス1で、現在の工業型農業で使
われている農薬の一部を紹介する。農薬の主な
種類についても以下に挙げる。

 

1. 緒言

農薬とは何か

「農薬」－ 農作物の「害虫」や疫病の原因を
殺すための薬剤。合成化学農薬は、昆虫、菌
類、カビ、雑草などの有害生物の防除に使用す
る化学物質またはその混合品である。これらの
物質は一般に「植物保護剤」とも呼ばれる。
それらは以下の例のように、標的有害生物に
よって分類されることも多い：
殺虫剤 － 有害昆虫を防除する
除草剤 － 雑草を防除する
殺菌剤 － 有害菌類を防除する
これらのグループを総合すると、個々の活性成
分、製剤、ブランドは膨大な数に上る。農薬は
化学的な種類に従い分類されることもある。例
えば、有機リン系、有機塩素系、カーバメート
系、ネオニコチノイド系などの農薬である。 

Text Box 1.

防護服を着けずマスクのみで、
温室内の野菜に農薬を撒く農業
労働者（スペイン）
© Greenpeace / Ángel Garcia
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1.1.1  農薬の種類

・  有機塩素系農薬

1950年以来、農業および公衆衛生目的で使われて
きたが、人をはじめ標的以外の生物種に対する毒性
が確認された製品の使用は、厳しく制限されるか、
または完全に禁じられている。有機塩素系農薬の
多くはきわめて安定した化合物であるため、自然
には分解されず、環境中での残留性が高い。このた
め、2001年のストックホルム条約により残留性有機
汚染物質（POPs）として指定された化学物質には有
機塩素系農薬が複数入っている。その後、一部の有
機塩素系化合物の環境レベルは低下したが、いまだ
に多くの有機塩素系農薬が土壌、河川堆積物、海洋
沿岸堆積物、さらに遠く深海、極地までをも含む広
い生態系区域で、汚染物質として確認される（Willet 
et al. 1998）。

主な有機塩素系農薬：四塩化炭素、クロルデン、 
DDT、DDE（DDTの分解物）、ディルドリン、ヘプ
タクロル、β-HCH、γ-HCH。（注：これらはいず
れも現在、EU域内での使用は不認可）。

・  有機リン系農薬

軍事用神経ガスの研究中に、ある種の有機リン系化
合物が殺虫力を持つことが発見され、第二次世界大
戦以降、多数の有機リン系農薬が農業用に商品化さ
れてきた。有機リン系農薬には多様な化学構造があ
る。これら有機リン系農薬は中枢神経系および末梢
神経系に必須の酵素（アセチルコリンエステラー
ゼ）を阻害し、毒性を発揮して殺虫効果を上げる
が、それは標的以外の生物種に対して有害な影響の
原因となる特性でもある。

主な有機リン系農薬：アセフェート、クロルピリホ
ス、クマホス、ダイアジノン、ジクロルボス、ホノ
ホス、パラチオン、マラチオン、メチルパラチオン、
ホスメット。（注：クロルピリホスとマラチオンは
現在、EU域内での使用が認可され、米国では住宅で
の使用が禁止されている。）

・  カーバメート系農薬

全般的に神経毒性があり、アセチルコリンエステ
ラーゼ阻害剤でもある。一部は人の発達に対する
悪影響と関連づけられ、乳幼児と小児の両方に影
響を与える（Morais et al. 2012）。

主なカーバメート系農薬：アルジカルブ、カルバリ
ル、メチオカルブ、ピリミカルブ、マンネブ、マン
コゼブ（両方ともジチオカーバメート）、EPTC（チ
オカーバメート系除草剤）。（注：メチオカルブ、
ピリミカルブ、マンネブ、マンコゼブは現在、EU域
内での使用が認可されている）。

・ 合成ピレスロイド系農薬

細胞のシグナル系（イオンチャネル）に干渉する。
一部は男性生殖機能に対する悪影響と関連づけら
れ、内分泌かく乱物質の疑いがある（Koureas et 
al. 2012）。

主なピレスロイド：シハロトリン、シペルメトリ
ン、デルタメトリン、ペルメトリン。（注：シペル
メトリンとデルタメトリンは現在、EU域内での使用
が認可されている）。

・  ネオニコチノイド系農薬

新しいタイプの農薬。例えばイミダクロプリドが最
初に商品化されたのは1985年である。このタイプ
の物質はニコチンと似た構造を持ち、特定の細胞シ
グナル経路を遮断する。また、神経発達にも悪影響
を与える（Kimura-Kuroda et al. 2012）。野生と
飼育の両方のハチに対する毒性の疑いにより、欧州
委員会は使用に一定の制約を設けている。 

主なネオニコチノイド：クロチアニジン、イミダク
ロプリド、チアメトキサム。

・  クロロアセトアミド

発生異常の原因。アラクロールとメトラクロールは
どちらも、EU域内での認可が取り消された。
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・  パラコート

神経毒性をもつ除草剤。光合成を阻害する。EU域内での使用認可は取り
消された。

・ グリホサート

除草剤Round-up（ラウンドアップ）の活性成分。植物の特定の酵素を阻
害する。健康への影響については、まだ議論が続いているが、国際がん研
究機関（IARC）は最近、グリホサートをクラス2A「人に対しておそらく
発がん性がある」に分類した（Guyton et al. 2015）。この分類の根拠
として、人に関する証拠（特に、非ホジキンリンパ腫との関連性に関し
て）は限定的であるが、動物では確定的な証拠が得られているとしてい
る。また、人細胞株における内分泌かく乱効果および生殖機能への影響が
疑われる（Gasnier et al. 2009, Cassault-Meyer et al. 2014）。グリ
ホサートは世界中で広く使用され、農業、林業、都市、住宅での用途に関
する750種類以上の製品の活性成分である。グリホサートの影響に耐えら
れるよう遺伝子を操作したラウンドアップ・レディ（ラウンドアップ耐性
のある）作物の導入に伴い、グリホサートの使用量が急増した。

・ さまざまな化学構造を持つその他の農薬

欧州連合域内での使用が認可されている（他の地域でも使われている）
その他の農薬：アバメクチン、アゾキシストロビン、ボスカリド、カプタ
ン、シプロジニル、ジカンバ、ジニトロール、フィプロニル、ペンジメタ
リン、ピリメタニル。EU域内では使用が不認可の物質（その一部は他の
地域では認可されているか、またはそれ以外の理由で使用されている場合
がある）：ベノミル、二硫化炭素、二臭化エチレン（1,2 -ジブロモエタ
ン）、イマゼタピル、トリフルラリン。虫よけとして、また、一部の農薬
製剤（カーバメートを含む）で殺虫共力剤として使われるジエチルトルア
ミド（ディート*2）は、EUの規制物質に指定されていない。

*2（訳注）日本ではディートは農薬登録されておらず、昆虫忌避剤として虫除けなどに使
われている
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1.2  どのような経路で農薬に曝露しているのか
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1.2.1  食物を通じた曝露

残留農薬は集約的な工業型農業で栽培された食物中に普通に存在する。食物は複数の残留農薬
を含んでいることが多く、従って、農薬はカクテルのような混合物として存在することが確認
されている（Fenik et al. 2011）。混合した農薬の複合毒性は知見がとりわけ少ないが、ある
農薬間では相乗作用が働き、それらの複合影響が個々の農薬の影響よりも大きいことが確認さ
れている（Reffstrup et al. 2010）。潜在的な組み合わせの数と、起こりうる相互作用を考慮
に入れると、残留農薬の混合物の毒性評価はきわめて複雑になる。

Sutton et al.（2011）は、米国の典型的な食生活をとる一般集団では、食物中の残留農薬の
累積曝露が極めて高くなる可能性があることを示した。おそらく他の国でも同様であり、農薬
の繰り返し摂取、特に脂溶性（脂肪に溶け蓄積する）で時の経過とともに体内に蓄積する農薬
の摂取を考慮すると、憂慮される。

果実と野菜に含まれる農薬

農薬は果実と野菜の商業生産で広く使われる。散布した農薬は、作物が市場に運ばれるとき
も、作物の内部や表面に残留している。長年の研究により、食品中の残留農薬の濃度を測定
する多様な技法が開発され、その結果、市場に届く作物に含まれる残留農薬が規定値を超え
ないようにするために、継続的なモニタリングが必要であることを示した（Wilkowska and 
Biziuk 2011; Li et al. 2014）。ほとんどの国で、国または地域レベルで、各農薬に最大残留
基準値（MRL）を定め、それを超えた食品は人の摂取に不適と見なされる。欧州連合では、欧
州域内に適用されるMRL上限値を指定し、日本では国内で適用される残留基準値が規定されて
いる。

2007〜2014年に発表された複数の文献で、マメ類、葉物野菜、リンゴやブドウなどの果実
で、しばしば残留農薬の濃度が最も高いことが示された（Bempah et al. 2012; Jardim et 
al. 2012; Fan et al. 2013; Yuan et al. 2014）。これらの作物では、複数の残留農薬がご
く普通に検出され、国によってはMRL上限値を超えていることも多いことが明らかとなった
（Latifah et al. 2011; Jardim et al. 2012）。多数の農薬の中で、シペルメトリン、クロル
ピリホス、イプロジオン、ボスカリド、ジチオカーバメート、アセフェートが、食品中で通常
に検出される（Claeys et al. 2011; Lozowicka et al. 2012; Yuan et al. 2014）。広範な研
究により、植物の表面に付着した残留農薬の一部は、野菜の洗浄と調理により減少することが
示唆されているが、逆に、場合によっては、調理により濃縮されることもある（Keikotlhaile 
et al. 2010）。
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魚に含まれる農薬

有機スズ類は1970年代から農業で殺菌剤、殺生物剤として広く使われてきた。有
機スズ（主にトリブチルスズ（TBT））は、小型船舶と大型船舶で防汚塗料として
も広く使用され、多数の沿岸水域を広く汚染し、その結果、2001年の船舶の有害
な防汚方法の規制に関する国際条約（AFS条約、2008年に発効）に従い、国際海
事機関により国際的に使用が禁止された。 

世界の海洋環境での有機スズ汚染に関する研究では、陸上で農薬として使われるト
リフェニルスズ（TPT）が、堆積物でよく見つかる汚染物質でもあるという結果が
得られた（Yiet al. 2012）。フェニルスズは海洋生物により代謝・分解されにく
く、そのまま生体内に蓄積し、海洋食物連鎖を通じて濃縮される潜在的可能性があ
る。有機スズ濃度は、水産物を多く摂取する人の血中で特に濃度が高く、公衆衛生
上の目的から、これらの物質の定期的濃度測定の実施が提案されている（Yi et al. 
2012）。

畜産物に含まれる農薬

飼料の残留農薬汚染やノミ、シラミなどの害虫駆除剤(動物医薬品)の投与により、
家畜の体内にも農薬が蓄積する。これらの農薬は一般に、動物の脂肪と筋肉に蓄積
するが、一部は脳、肝臓、肺、その他の内臓からも検出される（LeDoux 2011）。

養鶏と鶏卵生産ではしばしば、ワクモなどの外部寄生生物の駆除に殺虫剤と殺ダニ
剤を使用する。その結果、これらの農薬の一部は筋肉、脂肪、肝臓に蓄積し、他の
組織から農薬が排出されてからかなりの時間が経過した後も、卵から検出されるこ
とがある（Schenck and Donoghue 2000）。

リンゴの大規模農園での農薬散布（ドイツ・ハンブルク近郊）
© Greenpeace / Christian Kaiser
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同じく牛乳などの乳製品にも、生体内で濃縮して動
物の脂肪組織に蓄積した各種の農薬が含まれる。
牛乳は食生活で重要な位置を占めることが多く、特
に小児により広く摂取されるため、極めて憂慮され
る。

有機栽培食品と工業型農業栽培食品の比較

ほとんどの小児は主に食品を通じて農薬に曝露する
ので、有機栽培食品を与えられた小児では、従来の
工業型農業栽培食品を与えられた小児よりも、一貫
して尿中残留農薬濃度が低いことが確認されている
（Forman et al. 2012）。 

Lu et al.（2006）は米国シアトルで、3〜11歳の
小児の尿中の有機リン系農薬代謝産物を調べた。小
児に5日間、通常の食品を与えた後、5日間、有機
食品を与えた。モニタリングの結果、後半の5日間
に小児が有機食品を摂取した後、農薬であるマラチ
オンとクロルピリホスの濃度が、急速に検出限界
以下に低下した。再度、従来の食品を小児に与える
と、尿中の有機リン系農薬代謝産物の濃度は再び上
昇した。

この研究で小児の食事に使用した有機食品は、新鮮
な果実と野菜、ジュースなどに加工した果実または
野菜、小麦とトウモロコシを用いた食品である。
この地方の工業型農業で生産された食品は通常、有
機リン系農薬を含むことが報告されており、小児は
ほぼ間違いなく、汚染された食品を介してクロル
ピリホスとマラチオンに曝露したことが確認された
（Lu et al. 2006）。

1.2.2  農地と都市への農薬散布による曝露

農地や市街地に散布された農薬は、散布中に空中
に拡散し、大気中で長距離を移動することがあ
る。例えば、米国で実施された研究では、よく使
われる数種類の農薬が、散布した農地からかなり
離れた場所で検出されることが明らかになった。
散布現場から10〜150メートル離れた箇所でもま
だ、ダイアジノンやクロルピリホスなどの農薬が
政府の安全基準値（Reference Exposure Levels 
for Air大気に関する曝露基準値）を超過していた
（Sutton et al. 2011）。従って、農村住民の間
では、散布後に移動した農薬を吸い込み、農薬の
曝露が増大する可能性がある。同様に、公園、市
街地、住宅に農薬を散布したときも、汚染された
大気を吸い込むことで曝露することがある。

1.2.3  住宅内の粉塵、スプレー、庭の土壌を
介した曝露

住宅内の粉塵は農薬などの多数の化学物質により
汚染され、住宅の害虫駆除に殺虫剤を頻繁に使用
する場合は特にそうであることがわかっている
（Naeher et al. 2010）。家庭での害虫駆除に
使われる主な物質はピレスロイド系のペルメトリ
ンとシフルトリンで、クロルピリホスが使われ
ることもある。汚染粉塵の摂取、吸引、皮膚接触
は、農薬に対する継続的で多様な曝露の原因に
なる（Morgan et al. 2007, 2014; Starr et al. 
2008）。農業地域内に位置する住宅、特に農薬
を散布する土地の近辺の住宅では、汚染が増大し
ていることが示された（Harnly et al. 2009）。
一方、都市部でも、家庭内で利用した殺虫剤が残
留し、埃に殺虫剤などの農薬汚染があることは潜
在的問題である（Naeher et al. 2010; Muňoz-
Quezada et al. 2012）。
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リンゴ農園での農薬散布（インド） 
© Greenpeace / Peter Caton

白菜への農薬散布（中国・河北省）
© Greenpeace / LiGang
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汚染を避けるための対策を講じたとしても、だれもが何らかのレベルの農薬に
曝露している。

しかし、特別な状況や特性が原因で、農薬への曝露が特に多い人、または有害
な影響に対する感受性が特に高い人がいる。それはこのような人たちだ。
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1.3  特に曝露が多い集団または脆弱な集団

1.3.1  農業労働者 
農業労働者とその家族の間では、一般集団よりも農薬への曝露レベルが高いことがある。曝露
レベルは農薬を散布する農業労働者（農薬散布者）で最も高いが、温室労働者の間でも、曝露
レベルは非常に高い。

農業労働者の毛髪の残留農薬を調べた欧州の研究では、除草剤と殺菌剤を含む33種類の農薬
が確認された。最も頻繁に検出された農薬はピリメタニル、シプロジニル、アゾキシストロビ
ンであり、使用した農薬の種類や方法との間に相関関係があった。農場での担当作業の種類に
関わりなく、全被験者で同等濃度のp,p,-DDEおよびγ-HCH（現在は使用されない）が検出さ
れ、環境中での残留性が高い有機塩素系への長期曝露が示された（Schummer et al. 2012）。

紙マスクをかけただけで防護衣を着けずに、温室内で野菜に農薬をまく労働者
（スペイン）

© Greenpeace / Ángel Garcia
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これらの結果は、農薬散布作業員が適正な安全対策
を講じていても、既に禁止され使用されていない有
機塩素系農薬にいまだに曝露していることを意味す
る。いま盛んに使われている有機塩素系農薬より分
解しやすい農薬の体内での寿命は不明だが、使用と
曝露が定常的に繰り返されるのであれば、体内にと
どまらずとも曝露は常時起きていると考えられる。  

農村に住む農業労働者の家族においても、農薬への
曝露が一般の平均値よりもやや高い場合がある。こ
れは農家周辺の耕地から流れてくる散布農薬に加
え、農業労働者が汚染された服と靴を作業後に自宅
に持ち帰ることが原因である。乳幼児と小児は成人
よりも農薬の有毒な影響に対して脆弱と考えられ、
これは特に憂慮される（Arcury et al. 2007）。

1.3.2  小児、乳幼児、子宮内での曝露
妊婦と授乳中の母親が農薬に曝露すると、その子ど
もも曝露する可能性が高い。農薬は胎盤を通過し、
子宮内の胎児に到達し、また母乳を通じて乳児の体
内に入ることがある。発達の初期には、小児の器官
形成と成長が進行しているので、有害化学物質の影
響を非常に受けやすい。例えば、小児の発達中の脳
は、神経毒性を持つ物質の影響を受けやすく、また
小児は体が小さいため、単位体重あたりの摂取量は
高くなる（Weiss 2000）。加えて、小児では農薬
を解毒する酵素の濃度と活性が低い（Holland et al. 
2006）。

母乳の汚染

母乳は離乳前の幼児にとり最高の栄養源であり、特
に、病気からの保護に不可欠な因子が、母乳を通じ
て母から子どもに受け渡される。乳児の発育途上で
最も感受性が高い時期に授乳が行われることを考慮
すると、有害化学物質による母乳の汚染を最小限に
抑えるか、または可能な限り避けることが不可欠で
ある。しかし、さまざまな国で実施される母乳の分
析データは、農薬による汚染がいまだに問題である
ことを示している。 

特に有機塩素系農薬は、日常的な食生活での摂取に
より体脂肪や脂肪の多い母乳中に濃縮されることが
知られている。有機塩素系農薬は残留性が高く環境

中に広く汚染しているため日々、人の体を汚染し続
けている。疫学的研究により、これらの化学物質は
人の発達に対する悪影響と統計学的に関連づけられ
ている。台湾で実施された研究では、2000年から
2001年の期間全体を通じ、女性の母乳試料から有
機塩素系農薬が検出された（Choa et al. 2006）。母
乳試料から主に検出された農薬は、p,p’-DDE、p,p’-
DDT、α-クロルデン、ヘプタクロルエポキシド、
ヘプタクロル、β-HCH、γ-HCHである。コロンビ
ア、韓国、ドイツなど、世界の他の地域で実施され
た研究からも、同様の結果が報告されている（Lee 
et al. 2013a; Raab et al. 2013; Rojas-Squella et 
al. 2013）。これらの物質の使用が禁止されてから
ある程度の期間が経過した多くの国で、現在、母乳
中のこれら残留性の有機塩素系農薬のレベルが低下
しつつあることを示唆する研究結果が得られている
（Ulaszewska et al. 2011）。食事はいまだに曝
露を制御する主な要因であり、特に魚の摂取量が多
い地域において重要である（Solomon and Weiss 
2002）。

世界の多数の地域の農業で、いまだに普通に使わ
れている有機塩素系農薬として、リンデンとエン
ドスルファンがある。2003年に発表されたインド
の研究では、ボパールの女性の母乳試料から高濃度
のエンドスルファンが検出された（Sanghi et al. 
2003）。世界保健機関（WHO）は、毒性に関する
知識に基づき「許容範囲内」と見なされる母乳中の
農薬濃度基準値（一日許容摂取量（ADI）と呼ばれ
る）を定めている。Sanghi et al.（2003）は、エ
ンドスルファンの濃度が当時 WHO ADI の8.6倍
であったと報告した。これらのインド人女性の母乳
からはリンデンも検出された。 

有機リン系農薬および合成ピレスロイドは環境中
に残留しないと考えられているため、母乳中の濃
度についてはほとんど研究例がない。しかし、複
数の研究により、これらの農薬が人の母乳を汚染
することが明確に示されており、有機塩素系農薬
の濃度は低下しているものの、厳しく規制された
農薬の代わりに、有機リン系農薬および合成ピレ
スロイドが使用されるようになり、母乳からこれ
らの物質が検出されるようになったことが指摘さ
れた。Sanghi et al.（2003）は、ボパールの女性
の母乳中に、マラチオンに加え、有機リン系農薬の
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1種であるクロルピリホスを高濃度、確認した。この研究では、母乳中のクロルピリホス濃度が
WHO ADI の4.1倍であった。米国でのさらに最近のパイロット試験でも、母乳からクロルピリ
ホス、クロルピリホスメチル、カーバメート系殺虫剤のプロポクスルが検出された（Weldon 
et al. 2011）。

Sharma et al.（2014）は、インドでの母乳汚染物質に関する研究で、合成ピレスロイドの
1種であるシフルトリンが最も頻繁に検出されたと報告した。この研究では、乳児の健康に
対して危険な濃度が検出されている。さらに、スペイン、ブラジル、コロンビアの都市と農
村の両方から採取された母乳試料からも、合成ピレスロイドが検出された（Corcellas et al. 
2012）。これらの結果は、この種の農薬が急速に代謝するという想定とは逆に、実は体内
に蓄積するか、または、繰り返し曝露したため汚染レベルが高い状態を維持したか、そのい
ずれかであることを示唆した。

複数の曝露経路 

低年齢小児とよちよち歩きの幼児は、家の中では床の表面や床の近く、屋外では地面や地面の
近くで過ごす時間が長い。また、埃や土と頻繁に接触し、手、オモチャ、その他の物を口に入
れることが多く、化学物質を飲み込みやすい。住宅内の汚染物質の研究および小児の尿中の物
質を直接モニターした結果から、低年齢小児、特によちよち歩きの幼児は、土、カーペット
の埃、食品、空気などから、複数の経路を通じて化学物質に曝露することが明らかになった
（Naeher et al. 2010; Muňoz-Quezada et al. 2012; Morgan et al. 2014）。曝露パターン
には、おそらく地理的・季節的な差があるものと考えられ、現在、曝露の経路と割合の両方を
評価する試みが続いているが、小児が常時、多数の物質に対し、さまざまな形で曝露すること
は明らかである。このため、個々の物質のレベルが低い場合も、複雑に混合した物質に対する
連続的で複合的な曝露は問題である。Morgan et al.（2014）は米国の就学前小児に関し、環
境汚染源（住宅内の埃と空気、託児所の埃と空気）、衛生用品（ウェットティッシュ）、食品
などの複数の経路を通じたさまざまな農薬に対する曝露の特徴を調べた。物質と経路の違いに
より、吸収率は変動した。しかし、農薬のα-クロルデン、γ-クロルデン、ヘプタクロル、クロ
ルピリホス、ダイアジノン、ペルメトリンは、これらの小児の自宅と託児所の環境中に共通し
て検出され、クロルピリホスとペルメトリンに関しては、食品が主な曝露経路であった。
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2.1  出生前（胎児）および乳幼児期の曝露による影響
人の発育は農薬を含む有害化学物質の影響に対して特に脆弱である（テキストボックス
２）。妊婦の農薬の曝露、および数例では低年齢小児自身の曝露が、小児の健康に対す
る以下の悪影響と関連づけられている。

1. 出生時の低体重・低身長および異常

2. 低知能

3. 異常行動

4. 白血病その他のがん発生率の上昇

5. 流産発生率の上昇

これらの小児の健康に対する悪影響は、妊娠中に仕事で農薬を扱った母親から生まれた
子どもについて報告されているが、農業地域と都市に居住する一般集団の小児について
も、農薬の曝露の健康影響が懸念される。

 

2. 農薬の曝露と
　　関連づけられた健康への影響 

温室栽培の野菜への農薬散布
（スペイン）
© Greenpeace / Ángel Garcia
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有害農薬に対する乳幼児の脆弱性
子宮内で発達途中の胎児および乳幼児は、有害農薬による悪影響に対して特に脆弱
な場合がある。胎児は発達過程の複雑さと成長の速さにより、化学物質への曝露に
対して特に脆弱である。

発達途中の神経系は特に神経毒性のある農薬による影響を受けやすい。神経系に対
する毒性を持つ農薬は、有機リン系およびカーバメート系、ピレスロイド系、ネオ
ニコチノイド系の農薬などである。そうした農薬の多くは胎盤関門を通過すること
がわかっている。例えば有機リン系農薬は胎児を囲む羊水から検出されており、脳
が急速に発達する時期の出生前の胎児に対する脅威となる（Rauh et al. 2011）。

胎児と乳幼児の免疫系は未発達であり、やはり有害化学物質による悪影響を受ける。
新生児と低年齢小児では、解毒酵素のレベルが成人よりもはるかに低い。例えば、
新生児のPON1酵素レベルは成人よりも低く、有機リン系農薬の分解と解毒が遅い
ため、乳幼児は有機リン系農薬に対する曝露に特に脆弱であることが示唆された
（Huen et al. 2012）。  

乳児にとっては農薬で汚染された母乳が唯一の食料源であり、これらの汚染物質を排
除できるほど十分に代謝能力が発達していないため、乳児も危険である（Corcellas 
et al.）。さらに、体が小さい小児ほど、単位体重あたりの曝露レベルは高くなるた
め、乳児と低年齢小児の両者で、農薬毒性のリスクが成人よりも高い（Bouchard 
et al. 2011）。

これらの小児は発達途中で農薬に曝露しているだけでなく、多種多様な経路を通じ、
他の有害化学物質にも曝露する。そうした複雑な曝露パターンにより生じうる複合
影響の存在は、一般には認識されているが、まだ研究が進んでおらず、知見が不十
分である。 

Text Box 2.
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2.1.1  先天異常
米国ニューヨーク州で生まれた子どもの胎児期の臍
帯から採血した血中からクロルピリホスなどの有機
リン系農薬が検出され、その濃度により、子宮内で
の高濃度の農薬の曝露が胎児の成長を阻害する可能
性が示唆された（Whyatt et al. 2004）。Barr et 
al.（2010）はメトラクロールについて同様の結果を
報告し、農薬の曝露と出生児の成長阻害は相関性を
示したが、原因については不明であった。

米国で、自宅とその周辺で日常的に農薬を使用して
いた女性の子どもでは、神経管の異常の発生率が2
倍であった（Brender et al. 2010）。母親が一貫し
て高濃度の農薬に曝露していた場合の新生児におけ
る先天異常には、神経管の異常以外に循環器系、呼
吸器系、尿生殖器系、骨格系の異常がある（Garry 
et al. 1996）。また、米国では、面積2.4ヘクター
ル以上のトウモロコシ畑の近辺（500 m以内）に
母親が居住する場合、四肢に異常を持つ子どもが
生まれる可能性が上昇することも報告されている
（Ochoa-Acuňa and Carbajo 2009）。ただし、
ダイズ畑から同等の距離に居住する人については確
認されず、この相関性が、特定の農業用化学物質ま
たは散布法を使用した結果なのか、トウモロコシの
栽培面積率の問題なのか、汚染したトウモロコシ中
の微量毒素の毒性による結果なのかは、解明されて
いない。

 

2.1.2  神経毒性 

出生前の農薬への曝露（妊娠中の出生前の子どもの
曝露）が、子どもの行動と知能に対して永続的な影
響を与える可能性を示唆する証拠が増加している。
これには特に有機リン系農薬との関係が示唆されて
きた。非常に若い年齢で食品および自宅で農薬に曝
露した子どもに関する27件の発表されている研究
結果についてまとめた総説では、1件を除くすべて
の研究で、有機リン系農薬が子どもの脳と神経系の
発達に与える悪影響が示された（Muñoz-Quezada 
et al. 2013）。発達への影響は主に、認知または行
動、特に注意欠陥障害と運動技能に関係することが
示された。

知的発達障害

農業地域では、食品と自宅周辺の畑に散布され空中
を浮遊する農業用化学物質の曝露が組み合わされた
状態で、母子が農薬に曝露する可能性が高い。カリ
フォルニア州サリナスバレーの農業地域で実施した
研究では、妊婦の尿を調査して、胎児への有機リン
系農薬の曝露を調べた（Bouchard et al. 2011）。
妊婦の尿中から高い濃度の農薬が検出されると、生
まれた子どもは7歳に達した時に知的発達レベルが
低下することが統計的に有意であった。曝露量が多
い母親の子どもは曝露量が少ない母親の子どもと比
べ、IQ が平均7点低かった。子どもの認知発達に及
ぼす悪影響は、妊婦の尿中の有機リン系農薬の濃度
が、米国の一般集団で通常検出される範囲の上限レ
ベルの母親から生まれた子どもでも確認された。 

有機リン系農薬は、いまだに米国や日本などの都
市圏で害虫駆除のために使われている。2001年ま
で、有機リン系農薬のクロルピリホスは特に都市圏
で特に多く利用されていた。Ruah et al.（2011）
は、ニューヨーク市の妊婦のクロルピリホス曝露と
それが子ども及ぼす影響について報告している。出
生時に採血した臍帯血試料の調査から、子宮内での
クロルピリホスへの出生前曝露が、7歳の小児の知
的発達を低下させることが、統計的に有意であると
示された。子宮内での高濃度のクロルピリホスの曝
露は、7歳の子どもの作業記憶指数や IQの低下を
起こすことが分かった。サリナスバレーの研究で
も、子宮内で有機リン系農薬に曝露した小児で作
業記憶とIQが低下しており、これらの結果はそれ
と一致している。作業記憶障害は読解力、学習、
学業成績を妨げると考えられ、かなりの経済的
影響を与える可能性があるため*3 これらの欠陥は
小児にとり長期的な問題になるものと考えられる
（Rauh et al. 2011）。

これらの所見はニューヨーク市の小児に関して脳の
構造を調べた研究の結果とも一致する（Rauh et al. 
2012）。発達中の人の脳において、クロルピリホ
スの出生前曝露が脳内の構造変化を起こすことが統
計的に関連づけられ、確認された。6〜11才の小児
40例において、磁気共鳴画像法（MRI）を使い、脳
の構造を調べたところ、子宮内でより高濃度のクロ
ルピリホスに曝露した小児では、ある種の認知およ
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び行動と関連する脳領域中の脳構造において異常が多かった。脳の構造の変化は、脳の大脳皮質で目に
見えて明らかであり、数カ所が異常に拡張し、別の箇所が薄くなっていた。出生前のクロルピリホスへ
の曝露と脳構造の変化および認知発達の欠陥との関連性は、これら神経毒性による影響が、小児期にま
で及ぶ長期的な影響であることを示した。さらに、動物実験でも、クロルピリホスは同様な有害影響を
起こし、一旦起こると回復不能であることが示され、これらの所見はその結果と一致する（Rauh et al. 
2012）。

これが公衆衛生面で深刻な意味を持つことは明らかである。Rauh et al.（2012）の研究で、小児が発
達に障害を起こしたクロルピリホス曝露レベルは、一般の集団が通常の生活で曝露するレベルとほぼ同
じであった。したがって、クロルピリホスを含む有機リン系農薬が、いまだに世界中の農業で害虫駆除
に使われていることは、大いに懸念される事態である。クロルピリホスの住宅での使用は制限され、公
共の場（緩衝地域など）での使用も規制されているが、ゴルフコースや一部の公園などの公共の場で、
いまだに殺虫剤として使われている。日本のクロルピリホスの使用は、建材には禁止（シックハウス症
候群を起こす疑いのため）されているが未だに農薬として認可され、さらに有機リン系農薬の総使用量
は極めて多いのが現状である。

*3（訳注） 起こりうる経済的損失は、Only One Chance: How Environmental Pollution Impairs Brain Development, 
and How to Protect the Brains of the Next Generation（Philippe Grandjean著。Oxford University Press出版）　　
で取り上げられている。

遺伝子組み換え大豆への農薬散布（アルゼンチン）
© Greenpeace Gustavo / Gilabert
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行動に対する有害な影響

有機リン系農薬の小児の行動に対する有害な影響
（主に注意力の欠如に関する影響）は、カリフォ
ルニア州サリナスバレーの農業地域とニューヨー
ク市の両方で、出生前の有機リン系農薬曝露と関
連づけられている（Marks et al. 2010; Muñoz-
Quezada et al. 2013）。 

注意欠如/多動性障害（ADHD）は複合的障害であ
り、正確な原因は不明である。米国では、学齢期
小児の約8〜9%がADHDを持つと考えられている
（Pastor and Reuben 2008）。小児における顕著
な注意欠如は、学習と社会性の発達を妨げることが
知られている（Marks et al. 2010）。  

Bouchard et al.（2010）は、米国の8〜15歳の小
児に関し、主に食品由来の有機リン系農薬曝露につ
いて調べ、尿中の有機リン系農薬代謝産物濃度が高
い小児ほどADHDの診断が下される可能性が高いこ
とを報告した。米国内で通常の生活で検出されるレ
ベルの有機リン曝露が、小児でのADHDの発症リ
スクを上げる可能性があると結論した（Bouchard 
et al. 2012）。出生前および小児期の農薬への
曝露と神経行動学的発達に関する Jurewicz and 
Hanke（2008）による総説でも、これらの所見が
裏付けられている。結論が異なる研究例もいくつか
あるが、総合すると、小児の農薬曝露により神経行
動学的発達の障害が生じることが明らかとなってい
る。

神経毒性を示すその他の証拠 

有機リン系農薬に対する出生前の曝露が、運動能力
（筋肉運動の制御）に対して有害な影響を与えるこ
とを示す証拠がある。エクアドル北部では、温室で
の花卉園芸が集約的に行われ、有機リン系農薬がよ
く使われる。妊娠中にそうした温室で働いていた母
親から生まれた小児（6〜8歳）の研究では、農作
業で農薬に曝露しなかった母親から生まれた他の小
児と比較し、運動の速度と協調性、および全般的な
精神機能に、一貫して欠陥があることが示唆された
（London et al. 2012）。母親の健康に急性の悪影
響を与えない低レベルの曝露においてさえ、曝露を
受けた小児の発達が1.5〜2年も遅延することが示さ
れた。

農業労働に従事する児童

農作業のために雇われ、農薬を使用する小児は、
農薬の有毒な影響に対して特に脆弱な状態となり
うる。エジプトで行われた研究では、綿花栽培での
農薬散布係として雇用された小児（9〜15歳）と青
少年（16〜19歳）について調べた（Rasoul et al. 
2008）。ここでひろく使われていたのは有機リン系
農薬である。この研究では、両方の年齢集団で、有
機リン系農薬の曝露が多い児童において、農薬を使
用する作業を行わない児童よりも、神経行動を調べ
るテストの成績が有意に低下していた。農薬散布係
として働く時間が長いほど、認知能力に欠陥がより
多くみられたと報告された。
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発達神経毒性に関する結論 

これらさまざまな研究を総合すると、農作業のために雇用された場合は、当然、急性で
症状が重いが、それよりも広範な一般集団でも、有機リン系農薬に対する低レベルの曝
露の結果として、発達中の脳と神経系に対する何らかのレベルの悪影響が検出される場
合がある。動物と人の両方の研究から得た証拠の大半は強固であり、この分野の研究者
からは、相当の懸念が表明されている。神経発達上の異常が社会に与える実質的な影響
と農薬の曝露が及ぼす潜在的悪影響を考慮すると、これらの有害農薬の使用を大幅に制
限し、最終的には禁止するための効果的な手段を通じ、曝露を可能な限り最小に抑え、
防止することが不可欠である。

これまでの研究に基づき、カーバメート系（特にアルジカルブとメソミル）、大部分の
ピレスロイド系（例えばペルメトリン）、エチレンビスジチオカーバメート系（例えば
マンネブとマンコゼブ）、クロロフェノキシ系除草剤（2,4-D）などの広く使用されてい
る他の多くの農薬も、発達神経毒性を持つと見なすべきである（Ragouc-Sengler et al. 
2000; Bjørling-Poulsen et al. 2008; Soderlund 2012; van Thriel 2012）。また、
細胞培養と実験動物を用いた研究で、ネオニコチノイド系農薬（特にイミダクロプリ
ド）が、人の脳の発達と神経伝達を阻害する可能性があることを示す新たな証拠が得ら
れている（Kimura-Kuroda et al. 2012; Vale et al. 2012）。以上の事実から、農業地
域に居住する人や、そこで作業をする人を保護するためには、農薬曝露の防止が不可欠
である。
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2.1.3  小児白血病およびその他のがん
最近の白血病原因の証拠をまとめた総説では、農作
業であれ自宅と庭での農薬の使用であれ、妊娠中に
農薬に曝露した母親から生まれた子どもで、白血病
のリスクが上昇することが示唆された（Alavanja et 
al. 2013）。ある種の化学物質に対する幼年期の曝
露は、小児白血病発症の重大なリスク因子となる疑
いがある。1970年代以来、特定の小児がんの罹患率
が上昇してきたことから、農薬曝露から生じるリス
ク上昇の潜在的可能性が、相当に懸念されることは
明らかである。

農作業中の農薬の曝露

Van Maele-Fabry et al.（2010）は10件の研究結
果を分析し、妊娠の前・中・後の女性における作業
中の農薬の曝露と、その子どもの健康への影響を調
べた。母親の職業的農薬曝露は、子どもが白血病に
かかるリスクの上昇と関連していた。白血病を発症
するリスクは、母親が仕事で農薬に曝露しない子ど
もの1.6倍であった。 

父母の職業的農薬曝露と小児白血病との関連性に関
する文献のメタ分析では、農薬を殺虫剤、除草剤な
どの大まかなグループに分けて検討した（Wigle et 
al. 2009）。この分析の結果、すべての研究例にお
いて、小児白血病は出生前の母親の曝露と関連づけ
られたが、父親の曝露との関連性はそれよりも弱
く、一貫性も低かった。母親の殺虫剤の職業的曝露
後に子どもが白血病にかかるリスクの上昇は、曝露
しなかった母親の子どもと比較し、確率は2.7倍で
あった。除草剤の曝露については、確率は3.6倍に
上昇した。

自宅と庭での農薬への曝露

Turner et al.（2010）は、殺虫剤と除草剤の自宅
や庭での使用と小児白血病との関連性を調べた15件
の研究の所見を分析した。これらの研究を総合した
結果、母親が妊娠中にこれらの物質に曝露すると、
子どもが白血病にかかるリスクが上昇することが示
唆された。例えば、自宅で母親が殺虫剤に曝露した
場合、子どもが白血病にかかる確率は、農薬を使用
しなかった母親の子どもの2倍以上であった。

その他のがん 

妊娠中の農薬の曝露が、子どもの脳と骨のがんのリ
スクを上昇させる可能性を示す証拠がある（Wigle 
et al. 2009）。農作業中または自宅での父親の農薬
への曝露（メタ分析で大まかにグループ分けされて
いる）も、子どもの脳腫瘍のリスク上昇と関連づけ
られている。これはおそらく父親の精細胞（精子に
なる細胞）の遺伝子が、農薬により誘発された損傷
を受けるか、または、父親の作業着についた農薬が
自宅に持ち込まれ、自宅を汚染するためと考えられ
る（Vinson et al. 2011）。Vinson et al.（2011）
も40件の研究例のメタ分析で、農薬への曝露が小児
白血病とリンパ腫のリスク上昇と関連づけられたこ
とを指摘している。

Flower et al.（2004）は50種の小児がんを同定し
（合計17,357人の小児から）、親の農作業中の農薬
曝露が、ホジキンリンパ腫などのリンパ腫を含むす
べてのがんの発生率上昇と関連づけられることを示
唆した。出生前に父親が使用したと特定された16種
類の農薬中、アルドリン、ジクロルボス、エチルジ
プロピルチオカーバメートは、小児がんのリスクを
引き上げると考えられたが、ただし、これは少ない
症例に基づく結果である。
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2.1.4  流産と早産
数件の研究で、妊娠中の農作業における農薬曝露が流産につながる可能性が示唆されたが、まだ決定的な証
拠は得られていない。有機塩素系農薬は脂溶性（脂肪に溶け蓄積する傾向）なので、妊娠の維持に特に重要
な脂溶性ホルモンであるエストロゲンとプロゲステロンの正常なバランスが崩れる可能性が示唆されている
（Sharma et al. 2012）。Pathak et al.（2009）は、臍帯血中の高濃度のβ-HCHが早産と関連することを
報告し、Pathak et al.（2010）の論文では、臍帯血中の高濃度のγ-HCHが流産を繰り返すリスクを上げ
ることも示唆された。

Bretveld et al.（2008）はオランダで、アバメクチン、イミダクロプリド、メチオカルブ、デルタメトリン、
ピリミカルブなどの農薬が常時、大量に使用される花卉栽培温室で働く女性について調べた。これらの物質は
すべて現在、EU域内での使用が認可されている。この研究では、この女性の間で流産リスクが4倍に上昇し
ていたことを報告した。

農薬は遺伝子発現を通じて将来の世代に影響を与える可能性がある
実験研究の結果から、一部の農薬はエピジェネティックな変化を起こし、それが次世
代に継承して疾患を起こしやすくすることが示された。エピジェネティクスは、DNA
塩基配列の変化なしに起きる遺伝子発現の変化（遺伝子発現のスイッチのオン/オフ）
の継承を研究する学問である。

妊婦がペルメトリンやディートなどの農薬や化学物質に曝露すると、本人が病気にな
る確率が上昇するだけでなく、これらの有害物質に一度も曝露したことがない子孫
が、病気になるリスクを上げる可能性がある。これは動物実験で観察されており、特
定の遺伝子発現のオン/オフのスイッチと関連する可能性がある（Manikkam et al. 
2012）。Anway and Skinner（2006）は、ラットにビンクロゾリン（抗男性ホル
モン作用を持つ殺菌剤）を曝露したところ、その後4世代にわたる子孫で顕著な悪影響
が現れたと報告した。この作用機序を考えると、人でも起こる可能性があり、いくつ
かの研究で、農薬が確かに遺伝子発現パターンに影響を与えることが指摘されている
（Collota et al. 2013）。従って、エピジェネティックな変化は、農薬が人の健康に
影響を与える機序の1つである可能性がある。

Text Box 3.
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2.2  農薬と成人のがん
米国アイオワ州とノースカロライナ州の農業労働者、農薬散布者、その家族に対する農
薬の影響の潜在的可能性を調べるために、1993年に農業健康調査（AHS：The Agri-
cultural Health Study）が開始された（Alavanja et al. 1996）。およそ75,000人
（77%が農薬散布者として登録）を対象として、長年にわたり、がんとがん以外の両方
の健康リスクを追跡調査した。曝露の強度、およびライフスタイルや労働者が曝露する
他の混合物質などの交絡因子を確実に定量化できないという理由で、AHSは多数の研究
者から批判を受けている。また、これらのがんの発生例数が、観察された標本サイズの
中で少なく、研究が科学的に強固かどうか疑問視されている。しかし、AHSに関連した
研究の結果を検討すると、農作業での12種類の農薬の曝露は、全タイプの発がんリスク
上昇と関連することが示唆された（Weichenthal et al. 2010）。動物による毒性実験
も、アラクロール、カルバリル、メトラクロール、ペンジメタリン、ペルメトリン、ト
リフルラリンなどの農薬に発がん性がある可能性を裏付けている（Weichenthal et al. 
2010）。

実験研究や疫学研究には複数の交絡因子が関係することが多く、ある農薬が特定のが
んのリスク上昇の原因であると確定することは非常に難しい。しかし、Alavanja et 
al.（2013）は、がんと農薬の関連性に関するAHSの論文やそれ以外の確実で信頼でき
る論文から得た証拠を考察すると、農薬の使用にはがん発症に関わる重大な公衆衛生上
の問題があると述べている。さらに、農薬散布者だけでなく、環境中で農薬に曝露する
率が高い地域に居住する一般集団でも、発がんリスクが上昇する可能性を示唆する証拠
がある（Parrón et al. 2013）。

従って、農薬への曝露をがんと関連づける直接的な因果関係の証拠は不確実であるとし
ても、特定の農薬と多数のがんの間に相関性が存在することは間違いない（表1）。これ
らの物質はWHOにより、「リスクの見込みが低い」から「きわめて有害」まで、さまざ
まな分類に指定されている。しかし、発がん物質と明確に分類されたものはない。この
ことは農薬登録認可を変更するために、疑う余地のない証拠を提供することの難しさを
表しており、発がん性の疑いのある農薬の多くが、いまだに農業で使用されている。
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 農薬名 　種類 　ガンのタイプ WHO分類 欧州での規制

アラクロール*** 有機塩素系農薬 リンパ球造血系全種**** MH あり

アルジカルブ*** カーバメート系 大腸がん EH あり

カルバリル*** カーバメート系 メラノーマ MH あり

ダイアジノン*** 有機リン系農薬 リンパ球造血系全種、肺
がん、白血病 MH あり

ジカンバ*** 芳香族カルボン酸系 肺がん、大腸がん MH なし

ディルドリン 塩化炭化水素 肺がん O あり

クロルデン 有機塩素系農薬 直腸がん、白血病 MH あり

クロルピリホス*** 有機リン系農薬 リンパ球造血系全種、肺
がん、結腸がん、脳腫瘍 MH なし

EPTC***（S-エチル-N, 
N-ジプロピルチオカー
バメート）

チオカーバメート 白血病、大腸がん、すい
臓がん MH あり

ホノホス 有機リン系農薬
白血病、前立腺がん（家
族歴がある農薬散布者に
関して）

O あり

イマゼタピル*** イミダゾリノン 大腸がん、膀胱がん U あり

メトラクロール*** クロロアセトアミド 肺がん SH あり

ペンジメタリン*** ジニトロアナリン 肺がん、結腸がん、すい
臓がん MH なし

ペルメトリン*** 合成ピレスロイド 多発性骨髄腫 MH あり

トリフルラリン*** ジニトロアナリン 大腸がん U あり

* http://sitem.herts.ac.uk/aeru/ppdb/en/index.htm
** http://ec.europa.eu/sanco_pesticides/public/?event=homepage&language=EN
*** 2009年3月に米環境保護庁により発がん性の証拠が指摘されたもの。最低1種のがんと関連する有意な曝露反応関係を示した農薬。
**** リンパ腫全種、白血病、多発性骨髄腫を含む。 

表1.  農業健康調査（Weichenthal et al. 2010）の結果として発表された文献で、農業労働者/農薬散布者
での特定のがんとの有意な関連性が示された農薬、およびIUPAC農薬特性データベースに記載されたWHO
の分類 *。WHOの分類コードは、U=有害作用は考えにくい、O=使用廃止、SH=わずかに有害、MH=中程
度に有害、EH=きわめて有害。「欧州での規制」に関するデータは、欧州委員会EU農薬データベースに基
づく **。
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2.2.1  前立腺がん
農業労働者に関する研究を含むいくつかの研究で、
前立腺がんのリスク上昇が農薬の使用、特に有機塩
素系農薬と関連することが示唆された（Band et al. 
2010）。前立腺がんのリスクは、有機塩素系農薬に
曝露し、かつ、この疾患の家族歴を持つ人で高かっ
た（Alavanja et al. 2003; Alavanja and Bonner 
2012; Mills and Shah 2014）。

2.2.2  肺がん
すべての肺がんの大部分は喫煙と関連するため、他
の物質による影響の研究が特に難しい。このため、
他の化学物質の寄与を特定するためには、研究に対
し、喫煙の影響を考慮した補正を加えなければなら
ない。一般に、農業労働者は屋外で身体を使って働
くライフスタイルなので、他の社会集団よりも喫煙
量が少ないことが想定されるものの、特定の農薬
（クロルピリホスなど）の長期的曝露については、
肺がん発症率の上昇を示唆する証拠がある（Lee 
et al. 2004a; Lee et al. 2004b Alavanja and 
Bonner 2012）。

2.2.3  稀ながん
診断されることが稀なある種のがんについては、さ
まざまな職業性健康被害との関連性を示す証拠があ
る。曝露する多数の物質の中で、職業上、農薬を長
期的に使用する例では、骨とそれを囲む組織に生じ
る多発性骨髄腫、骨肉腫、ユーイング肉腫のリスク
上昇と関連づけられている（Merletti et al. 2006; 
Perrota et al. 2008; Vinson et al. 2011; Pahwa 
et al. 2012; Charbotel et al. 2014）。ホジキン病
（リンパ腫の一種）の一部も、農薬、特にクロルピ
リホスへの曝露との関連性が疑われる（Khuder et 
al. 1999; Orsi et al. 2009; Karunanayake et al. 
2012）。

白血病（血液のがん）は多様ながんのグループで、
白血病と関連する農薬曝露については知見が少ない
が、一般に農薬への職業性曝露と急性骨髄性白血病
の間には、何らかの関連性があると考えられている
（Van Maele-Fabry et al. 2007; Alavanja et al. 
2013）。急性骨髄性白血病は稀ではあるが、成人
がかかる白血病としては最も多いタイプである。
やはり希少疾患である有毛細胞白血病のリスク上昇
も、有機塩素系農薬と有機リン系農薬に対する職業
的な曝露と関連すると考えられている（Orsi et al. 
2009）。
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一部の農業労働者におけるDNA損傷に対する脆弱性の上昇

例えば、台湾中部の果樹園労働者に関する研究の一部として、一部の人で農薬の曝露に
対する脆弱性が高くなっていることが報告された（Liu et al. 2006）。これらの労働者
は毎日の作業で30種類近くの農薬に曝露していた。この研究では、労働者の農薬曝露
が、観察されたDNA損傷レベルと関連するかどうか、また、特定の遺伝子変異が原因で
DNA損傷を受けやすい農業労働者がいるかどうかを調べた。

GST遺伝子と呼ばれる特定の遺伝子群が、さまざまな農薬を含む有機物質を解毒する酵
素をコーディングすることがわかっている。農業労働者に関する Liu et al.（2006）に
よる研究では、GST遺伝子の変異（GSTP1 Ile-Ile）を持つ人で、DNA損傷のリスクが
上昇し、最も曝露が多い集団で、それが特に顕著であることが示された。

Text Box 4.

2.2.4  遺伝的脆弱性
農薬が原因でがんになる機序は多数存在する。DNAに対する直接的損傷（遺伝子毒性）は、有機リン系、
カーバメート系、ピレスロイド系や、複合的な農薬混合物と接触する農業労働者で生じると考えられている
が、他の機序が関与する可能性もある（Bolognesi 2003; Bolognesi et al. 2011）。一部の人では、ある遺
伝子の変異が原因で、他の人よりもリスクが上昇することがある。農薬を解毒する酵素の遺伝子はいくつか
存在し、また、DNAの修復に関与する遺伝子もある。これらの遺伝子の変異を持つ人の場合、それに対応す
る酵素の機能が通常よりも低いことがあり、その結果、農薬を曝露したときに、これら農薬の毒性への身体
の対応力が低い。これは人により発がんリスクが上下する機序の一部であると考えられるが、まだ確立され
ていない研究分野である。

Alavanja et al.（2013）は、がんを起こしやすい遺伝要因を持つ人が、農薬の発がん性に脆弱で、がんのリ
スクが高いことは、がん発症がどうして起こるかの重要な機序を示していることを指摘した。さらに、この
遺伝的にがんになりやすい人は、現在の人集団全体を通じてごく普通に存在するため、彼らを特定し、その
人たちの曝露を防ごうとする試みは、現実的ではない。 
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2.3  農薬と神経系の障害  
多数の農薬、特に殺虫剤は、害虫の神経系を標的とするよう特に意図して作られている。このため、これらの
物質は、人や他のほ乳類など標的以外の動物に対しても神経毒性を持つ場合がある（Bjørling-Poulsen et al. 
2008）。農薬の曝露が小児の神経発達に与える重大な影響については、十分な研究例がある。成人の特定の
神経変性疾患と農薬曝露の関連性は、小児の場合ほど研究が進んでいないが、その発症は環境要因と遺伝的
素因の両方の組み合わせによるものと考えられている。加齢が最大のリスク要因であることはほぼ確実であ
るが、農薬の低用量/長期の曝露は、疾患の発症をさらに進める要因と見られてきた。このような環境要因と
遺伝的要因の間の相互作用のメカニズムを理解することは、今後の研究において重要である（Baltazar et al. 
2014）。

2.3.1  パーキンソン病
パーキンソン病は、中脳のニューロンの減少を特徴とする神経変性疾患である。脳の中脳の運動を制御
するニューロンが機能しなくなり、患者は振戦、遅い動き、平衡感覚の悪さ、時には行動の変化に苦しむ
（Chhillar et al. 2013）。パーキンソン病の原因は複合的である。加齢、性別、遺伝的要因が関連し、それ
に重なる形で、農薬の曝露などの環境要因が加わる（Wang et al. 2014）。

いくつかの研究で、農業労働者と農薬散布者における農薬の曝露が、パーキンソ病のリスク上昇と統計学的
に関連づけられてきた（Van Maele-Fabry et al. 2012）。Van der Mark et al.（2012）は、農薬とパー
キンソン病の関連性に関する46件の研究を検討し、農薬、特に除草剤と殺虫剤（またはそのいずれか）の曝
露によるパーキンソン病のリスク上昇が強く示唆されると結論づけた。

クロルピリホスと有機塩素系殺虫剤は、パーキンソン病の発症に対して比較的強い影響を持つ可能性がある
が、曝露とがんの関連性の確定と同様に、決定的な因果関係を確定することは難しい（Elbaz et al. 2009; 
Freire and Koifman 2012）。インド北部のある集団では、平均を上回るレベルのβ-HCHとディルドリンが
血中から検出され、それとパーキンソン病のリスク上昇が関連づけられた（Chhillar et al. 2013）。

カリフォルニア州の農業地域で行った研究では、その地域での居住または農業就労者の有機リンの曝露が、
やはりパーキンソン病になるリスクの上昇と関連づけられた（Wang et al. 2014）。この研究で評価を行っ
た有機リン系農薬26種全部がリスク上昇と関連づけられた。Pezzoli and Cereda（2013）は、除草剤のパ
ラコートに対する職業的曝露が、パーキンソン病になるリスクの倍増と関連づけられることを示唆した。こ
の農薬は米国と欧州では使用が禁止されているが、世界中の多数の国で、いまだに農薬として認可・登録さ
れている。
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遺伝的脆弱性とパーキンソン病

がんと同様に、疫学研究により、体内での農薬の分解する酵素の遺伝子に特定の変異
を持つ人は影響を受けやすく、農薬への曝露後にパーキンソン病になるリスクが上昇
することが報告された。これらの遺伝子変異は人の集団中に普通に存在するもので
あった。

Fong et al.（2007）は、2つの特定の遺伝子（MnSODとNQO1）の変異を持つ台
湾南西部の農業労働者で、一般集団と比較し、パーキンソン病のリスクが上昇してい
ることを報告した。これらの遺伝子の変異を持つ人は、欠陥のある酵素を作り、おそ
らくそれが原因で脳への障害のリスクが上昇し、その結果、パーキンソン病にかかり
やすくなるものと思われる。変異をもつ人がパーキンソン病になるリスクは、正常
な遺伝子を持つ人の2.4倍であった。両方の遺伝子の特定の変異を持つ農業労働者で
は、パーキンソン病になるリスクが4倍であった。

別の酵素、パラオキソナーゼ1の遺伝子はPON1で、有機リン系農薬の体内での解
毒に関して重要な役割を果たす（Manthripragada et al. 2010）。PON1遺伝子の
特定の変異を持つ人は一般集団中に普通に存在する。これらの人は有機リン系の解
毒の効率が悪い。この場合も、カリフォルニア州の農業地域に居住し、そこで就労
し、PON1遺伝子の特定の２つの変異を持つ人では、パーキンソン病になる確率が最
高であった（地域外に居住し、農薬に曝露せず、正常な遺伝子を持つ人の2.8〜3.5
倍）（Lee et al. 2013b）。

GSTP 遺伝子（特にGSTP-1）の変異で産生されるタンパク質は、農薬を解毒するど
ころか、農薬の毒性を高め、さらに毒性の強い代謝物を形成し、脳に対して一層のダ
メージを与える可能性がある。この場合、GSTP-1の特定の変異を持つ人はパーキン
ソン病にかかりやすい（Menegon et al. 1998）。

自宅での農薬使用とパーキンソン病

職業上の農薬の使用に加え、自宅とその周辺で殺虫剤を使用する人も、曝露の結果と
して、パーキンソン病にかかりやすくなるものと思われる。Narayan et al.（2013）
は、米国の一般家庭での殺虫剤、特に有機リンの使用が、パーキンソン病になるリス
クが 70〜100%上昇させることを発見した。この場合、自宅で頻繁に有機リン系殺
虫剤を使用し、PON1遺伝子の特定の1つの変異を持つ人では、パーキンソン病にな
るリスクが2.6〜3.7倍であった。
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2.3.2  認知症とアルツハイマー病
アルツハイマー病（AD）は認知症の中で最も多い
病気である。Ballard et al.（2011）はアルツハイ
マー病の発症に関連するリスクの70%までが遺伝要
因を原因とし、その他の原因として、肥満、喫煙、
不活発、高血圧、糖尿病などがあるとしている。
これらよく知られた要因に加え、特定の農薬に対す
る曝露、特に有機リンへの慢性的曝露が、アルツハ
イマー病発症のリスクに寄与することを示す新たな
証拠が見つかっている（Zaganas et al. 2013）。
例えば、長期曝露が増えるにつれ、認知、行動、精
神運動の機能不全が増えることを示した研究が数例
ある（Costa et al. 2008）。やはり認知症の中で
多い病気である血管性認知症のリスクも、農薬曝露
により上昇する可能性がある。他の変性疾患と同様
に、これらのタイプの認知症と農薬曝露には、遺伝
的なかかりやすさが関係するものと思われ、それは
おそらく、農薬を解毒する酵素など特定の遺伝子の
変異を持つ人が農薬曝露を受けると、発症しやすく
なるのであろう（Zaganas et al. 2013）。

2.3.3  その他の神経系への影響

筋萎縮性側索硬化症（ALS）

ALSは10万人に1〜2人という稀な疾患で、脳の運
動ニューロンと脊椎が障害を受ける神経変性疾患で
ある。症例の約10%が家族歴を持つが、溶剤、金
属、有機塩素系農薬の曝露などの環境要因も、この
病気にかかるリスクを上昇させると考えられている
（Kamel et al. 2012）。有機リン系農薬による急
性毒性もALSの発症と関連する可能性があり、各種
の農薬曝露の測定に重点を置き、疾患の発症との相
関性の強さを調べるなど、一層の研究が必要である
（Baltazar et al. 2014）。

全般的な神経機能障害

農薬を散布する農業労働者は、偶発的に大量の農
薬に曝露する事故に巻き込まれることがある。そ
のような「大量農薬曝露事故」（HPEE）は、農薬
散布者の間では比較的普通に起きる。これは機器
の故障、農薬の混合・注入・散布中または機器修理
中の不適切な作業の結果として起きる（Starks et 
al. 2012a）。米国の農業健康調査では、過去にそ
のような「大量農薬曝露事故」（大まかに「農薬」
と分類されている薬剤曝露）を体験した人では、
視覚を検査する2種類の神経行動試験において、
平均して反応が遅いことが確認された。Starks et 
al.（2012a）は、大量農薬曝露事故が長期的な神経
機能の低下と関連する可能性があると結論した。

長期的に農作業に携わってきた農業労働者と農薬散
布者は、低濃度ではあるが長期的な農薬曝露を受け
る可能性がある。この曝露、特に有機リン系農薬
への曝露は、中枢神経系（脳と脊髄）と末梢神経系
（各臓器や四肢を脳・脊髄と繋ぐ神経）の両方に悪
影響を与える可能性がある。Ismail et al.（2012）
は、17件の論文を総合的に検討した結論として、農
業労働者における低濃度の有機リン系農薬に対する
慢性的曝露が、注意力、発話、視覚、記憶、情動な
どの変化を含め、脳の機能に対する悪影響（うつ病
などの病気の発生を含む）を起こす可能性があるこ
とを示唆した。

Starks et al.（2012b）は、10種類の有機リン系農
薬の長期曝露が、特定の医療試験で、末梢神経系機
能の低下と関連づけられたことを報告した。特に、
つま先の感覚異常（目を閉じた状態で、つま先が上
下どちらに動かされているかを感じ取れない）が、
農薬のクロルピリホス、クマホス、ジクロルボス、
ホノホス、ホスメット、テトラクルロビンホスの使
用歴と関連していた。 

これらの結果は、低レベルの有機リン化合物の曝
露と神経機能障害の関連を調べた14件の疫学研究
（1,600人の調査）を解析した結果とも一致する
（Mackenzie Ross et al. 2013）。この解析によれ
ば、低レベルでも長期に有機リン系農薬に曝露する
と、認知機能（特に、精神運動速度、記憶、視空間
認知）が低〜中程度に障害を受けることが明らかに
なった。さらに、Mackenzie Ross et al. （2010） 
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は、羊の寄生虫駆除のため、定期的に低濃度の有機
リン系殺虫剤に曝露する牧羊業者には、神経機能に
顕著な障害が確認されることを報告した。これらの
有機リン系農薬の影響、特に低濃度の曝露影響は、
これまで過小評価されてきたが、他の産業の労働者
においても深刻な影響が考えられる。例えば、航空
業界では航空機燃料に数種類の有機リン系化合物が
潤滑油として混合されており、影響が懸念される。

2.4  免疫系への影響
農薬の免疫毒性に関する多くの研究結果は複雑であ
る。試験方法の違い、適切な対照（無曝露）群を特
定しにくいこと、農薬曝露の正確な測定の難しさに
より、因果関係の推定が難しい。しかし、動物を用
いた研究では、人にも関係する作用機序を通じて、
免疫系も農薬の標的になり、特定化学物質に対する
過敏症（免疫刺激）や、場合によっては特に小児
で、免疫抑制のいずれかが起きる可能性があること
を示唆している（Corsini et al. 2013）。  

例えば、複数の農薬に対する職業性の曝露が、アレ
ルギー性ぜんそくとアレルギー性鼻炎の両方の発症
と関連する可能性を示唆する証拠があるが、結果は
決定的ではない（Corsini et al. 2013）。例えば、
米国の農業健康調査に参加した農業労働者では、
ぜんそくにかかるリスクが2倍と評価され、これは
クマホス、ヘプタクロル、パラチオン、臭化エチ
レン、および四塩化炭素と二硫化炭素の混合物など
の農薬に対する高水準の曝露と関連する可能性が
ある（Hoppin et al. 2009）。加えて、Slager et 
al.（2010）は、農薬グリホサート、ダイアジノン、
クロルピリホス、ジクロルボス、マラチオン、カル
バリル、ペルメトリン、カプタンなどの使用経歴の
ある農業労働者には、アレルギー性鼻炎を起こした
ことがある人が多いと報告した。特定の農薬（ペン
ジメタリンとアルジカルブ）の使用は、すでにぜん
そくに苦しんでいる人の、症状を悪化させる可能性
がある（Henneberger et al. 2014）。 

自宅や仕事で農薬曝露を受けた女性では閉経後、関
節リウマチや全身性エリテマトーデスなどの自己免
疫疾患のリスクが上がるという報告がある（Parks 
et al. 2011）。

2.5  内分泌系への影響

2.5.1  甲状腺疾患
実験研究により、多くの農薬が内分泌かく乱物質
であり、全身のさまざまなホルモンの機能を妨げ
る可能性があることが示唆されている（Mnif et al. 
2011; Mandrich et al. 2014）。アミトロール、
シハロトリン、フィプロニル、ピリメタニルなどの
農薬により、甲状腺ホルモン産生が阻害されると考
えられている。さまざまな有機リン系農薬に曝露し
た花卉園芸労働者では、身体中の甲状腺ホルモン濃
度の変化がみられた（Lacasaña et al. 2010）。

他の農薬も甲状腺ホルモン濃度を変え、甲状腺疾患
を引き起こす可能性がある。米国の農業健康調査で
は、農業地域に居住し労働する農薬散布者（もしく
は居住か労働かいずれかの場合も有り）の妻は、農
薬曝露の低い一般集団よりも甲状腺疾患が多かった
（Goldner et al. 2010）。これらの女性の甲状腺
疾患発症率の上昇は、さまざまな有機塩素系殺虫
剤および殺菌剤のベノミルとマンネブ／マンコゼ
ブ（カーバメート系）に対する曝露と関連すると
考えられた。

有機塩素系農薬による汚染の進行が確認されてい
るブラジルの1地域で、Freire et al.（2013）は 
608人の成人（男性303人、女性305人）で構成さ
れる試験集団において、甲状腺機能亢進症の有病率
が上昇していることを確認した。性差もあり、女性
で甲状腺ホルモン濃度が上昇していたのに対し、男
性では甲状腺ホルモン濃度がむしろ一般集団で観察
されるよりも低下していた。

2.5.2  農薬と性ホルモン

試験管内または培養細胞を用いた実験研究では、
特定の農薬の曝露により性ホルモンのバランスが
崩れるという所見が確認された（Kjeldsen et al. 
2013）。Andersen et al.（2008）は、妊娠中に
温室での作業で農薬に曝露した女性の男児では、
正常な発達が損なわれたことを報告している。逆
に、デンマークで妊娠第一期に温室で作業した母
親から生まれた女児は、学齢に達した時点の性ホル
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モン濃度は同等であったが、農薬の曝露がない集団よりも早く乳房が発達した
（Wohlfahrt-Veje et al. 2012）。

また、男女両方の生殖能力が、農薬曝露の上昇につれて低下することを示す証拠
もある（Abell et al. 2000; Oliva et al. 2001）。これは、生殖能力に関わる遺伝
要因もしくは別の医学的要因が関与している可能性もある。

2.6  農薬中毒
深刻な影響の証拠が多数あるにもかかわらず、入手可能なデータが非常に限ら
れているため、農薬への慢性曝露による総合的な健康影響の分析は難しい。し
かし2002年には、農薬による意図的な服毒によって死亡した人は186,000人
にものぼったと推定されており、別の推定では258,000人にもなるとしている
（Pruss-Ustun et al. 2011）。2002年、農薬による意図的な（自殺）中毒は、
世界の自殺件数の約3分の1をも占めた。2004年、WHO（2008）や Gunnell 
et al.（2007）は農薬などの有害化学物質の保管など安全対策を改善することに
より、意図しない農薬中毒の71%を防ぐことができると提言している。意図しな
い農薬中毒で最もリスクが高い集団は小児、特に0〜4歳の年齢層である（Perry 
et al. 2014）。殺虫剤中毒による致死の場合、大部分が有機リン系農薬の誤飲で
あった。有機リン系農薬中毒の重度の症例は「コリン作動性症候群」として発現
し、霧視、頭痛、不明瞭発語、昏睡、痙攣、呼吸中枢のブロックなど、さまざま
な中枢神経系の影響が含まれる。一部の症例では、中毒により遅延性ニューロパ
チー（神経症）が誘発され、時を経て神経細胞が変性するが、その機序はよくわ
かっていない（Bjørling-Poulsen et al. 2008）。このように、急性有機リン系
農薬中毒で生き残った場合も、神経系に対する長期的悪影響を受けることを強く
裏付ける証拠がある。
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農薬散布（中国・雲南省）
© Greenpeace / Simon Lim 
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このレポートでは、農薬の直接の使用だけでなくさらに広範な影響を含む両面から、
農薬が及ぼす人の健康に対する脅威に重点を置いた。もちろん、現在の化学合成農薬
への過剰な依存と、持続可能性のない工業型農業のシステムから生じる問題は、人の
健康への脅威だけではなく、生態系への影響という面でも深刻である。   

環境に放出された農薬が環境全体の多数の生物種にも影響を与えることは、長年知ら
れている。1960年代、70年代の有機塩素系農薬の広範な使用は、世界の多数の地域
で野生生物の個体数の激減を引き起こした。それを如実に示したのは、猛禽類に対す
る影響と個体数の減少の記録である（Köhler et al. 2013）。当時、鳥類などの野生
生物に影響を与えた DDT、ディルドリン、その他の有機塩素系農薬については、そ
の後、農業での使用が禁止された。しかし、それ以降も、代わりに導入された新世
代の農薬が広く、繰り返し散布され、鳥類や野生のハチの個体数減少、水生生物環
境の変化が継続している（Beketov et al. 2013; Kennedy et al. 2013; Hallmann 
et al. 2014）。農薬は地球上のあらゆる生き物の生息地に存在し、海と陸のほ乳類か
らも一貫して検出されている（Carpenter et al. 2014; Law 2014）。

欧州における工業型農業手法の蔓延は、産業規模の農薬の使用にとどまらず、さまざ
まな理由により、農地の野生生物生息地の大幅な減少を引き起こした。生け垣、林、
畑の辺縁などは、かつて多数の種の営巣と採餌の場であったが、工業型農業の特徴で
ある大面積の農地を確保するために破壊された。この生息地の消失が、ハチ、その

3. 工業型農業
    － 野生生物生息地に対する影響

モノカルチャー（単一栽培）農業
の景観（フランス）
© Greenpeace/ Emile Loreaux
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他の花粉媒介者、捕食性無脊椎動物、農地に生息する鳥など、多数の種の減少をさ
らに悪化させた（Kennedy et al. 2013; Goulson 2014; Hallmann et al. 2014; 
Allsopp et al. 2014）。

殺虫剤は標的である害虫を殺すだけでなく、鳥が餌にする他の無脊椎動物も殺すこ
とがある。さらに、雑草の除去を意図した除草剤の散布が、農地で作物のすき間や
周辺に生える多数の有用植物も枯らすことがある。これらの植物は、鳥その他の野
生生物に身を隠す場所と餌を提供しているのだ。

現在、両生類は地球上で最も脅かされ、激減している生物群と見なされ、世界的規
模で、生息地から急速に姿を消しつつある。Brühl et al.（2013）の研究では、現在
農業で使われているレベルの農薬の毒性影響に、カエルがきわめて脆弱であること
が示唆された。 

Christin et al.（2013）は、北米で最も普通に見られるカエルの1種であるヒョウガ
エルを収集し、農業地域（主に、集約栽培のトウモロコシとダイズ）に生息する個
体は、サイズが小さく、免疫系が変性し、病気と感染に対して脆弱になったことを
確認した。 

上述の数例は農薬汚染が野生生物と生態系に与える影響のうち、特にわかりやすい
ものを挙げたにすぎず、これらは他の報告書でも詳述されている。いずれにせよ、
農薬曝露から人を守るために、さらなる保護対策を講じる必要があるのは明白で、
より持続的な生態系農業システムを目指す切実な理由であるが、人を保護するだけ
が正当で利点があるというわけではない。
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4. 結論

アスパラガスとレタスの畑から
拾い集めた、様々な農薬の袋
（中国・河北省）
© Greenpeace / LiGang

工業型農業における農薬の使用により、農業労働者や小児を含む一般の人々の健康
が、農業地域で使われる農薬や、私たちが摂取する食物中にも残留する農薬により
脅かされている。

複数の種類のがん、パーキンソン病やアルツハイマー病などの神経変性疾患、新生
児の疾患など、多数の慢性病において、特定の農薬に対する曝露が重大なリスク要
因であることを示す広範な証拠が存在する。また、農薬曝露が免疫系およびホルモ
ンバランスの障害と関連することを示す状況証拠もある。大規模な実験を実施し、
これらの人の健康に関する問題の因果関係を直接評価することには、そのような手
法につきものの問題が存在するが、特定の農薬に対する曝露とある種の疾患の発症
率との統計学的関連性には説得力があり、無視することはできない。これらの農薬
が疾患を誘発する機序は十分に解明されていないが、解毒酵素の機能の障害におけ
る中心的な役割、および全身のイオンチャネルと受容体に媒介される影響が、研究
により示唆されている（Mostafalou and Abdollahi 2013）。

また、集団の中には元々遺伝的に、農薬曝露の影響を受けやすく、健康障害を起こ
しやすい高リスクの人がいる。そのような差を特定し、あらゆる人のために高水準
の保護を確保できる政策を整備するには、従来のような農薬散布への依存という問
題を克服することが必要である。
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さらに、農薬曝露によるエピジェネティックな変異が次世代に引き継がれることも
あり、農薬に曝露したことがない将来の世代にも、種々の疾患のリスクが上がる可
能性がある。 

農業で使用する多数の化学合成農薬が環境中に残留して蔓延し、その結果、食品と
生活環境を通じ、私たちは農薬のカクテルに曝露している。ほとんどの曝露は複数
の農薬が混合した状態で起こるので、その毒性は未知で、特に長期影響は予測不能
であることが分かってきている（Reffstrup et al. 2010）。これらの農薬が相互に
作用すると、混合物の毒性は、個別の物質自体からは予測不能で、場合によっては
さらに高い毒性を持つこともある。農薬の相互作用による複合毒性を解明する試み
が行われているが、そのようなリスクを評価するために一般に認められた国際的ガ
イドラインは存在しない。そしてもちろん、農薬は私たちの身体が日常的に曝露す
る唯一の有害化学物質というわけではないのだ。

従って、人の有害化学物質の曝露を減らし、できる限り避けることは、説得力のあ
る主張であり、それは緊急に必要とされている。そのために農業用化学品の場合、
農業のシステムを抜本的に考え直し、変更することにより、合成農薬の曝露をなく
し、農業労働者や小児などの特に曝露が多い集団や脆弱な集団だけでなく、一般集
団と野生生態系の健全性を守る必要がある。
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5. 解決策

ハンガリーの有機農場の野菜
© Greenpeace / Bence Jardany

健康と生態系に悪影響を及ぼす農薬は幅広く、多様に存在するため、選択した農薬
の使用を単純に減らすという戦略だけでは、人の健康を守ることにはならない。工
業型農業からの移行に伴い、合成農薬の使用を全廃し、生態系農業を実施すること
が、これらのリスクを回避するために不可欠である。

土地の生態系の多様性を引き上げる多様なアプローチを通じて作物を保護し、受粉
媒介生物や害虫を駆除する自然界の益虫、鳥類などの生物種に生息地を提供するこ
とが必要である。このような機能的な生物多様性は、積極的な植生管理を通じた改
善により可能となりうる。作物のタイプと品種の多様性、輪作、休耕は、土壌の沃
度を高め、害虫に対する抵抗性を強化する。有益な細菌、ウイルス、昆虫、線虫な
どの自然界に存在する生物学的防除が、作物の保護を改善するために使用され、成
功を収めている（Forster et al. 2013）。
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国内と世界の戦略を以下に挙げる：

1.  合成化学農薬の使用を段階的に廃止すること
［発がん性、催奇形性、生殖毒性をもつもの（CMRカテゴリーIとII）、ホルモンシステム
を撹乱するもの（環境ホルモン）、神経毒性のある合成化学農薬を優先的に禁止する］

2. 「農薬の持続可能な使用に関する指令（Sustainable Use Directive）」の適切な実施を
確実にすること
［加盟国は具体的な国レベルの手段と目標を確実に設定し、農業における化学農薬の使用
の実質的な削減につなげる］

3.  EUの農薬リスク評価プロセスを改善すること
［複合的な農薬の曝露による直接・間接的、中期・長期的な健康影響と環境影響を考慮に
いれた安全性の管理を進める］

4.  公的な研究予算を生態系農業にシフトして、農家が生態系農業を実践して確実な収益を
得られるようにサポートすること
［現在の合成化学農薬への依存から脱し、生態系に基づく手段で害虫を制御し、農地と生
態系の健全性を強化する］

1: ドイツで売られている有機リンゴ © Greenpeace / Sabine Vielmo
2: 生態系農産物　店先のジャガイモ、サツマイモ（オランダ・フリースラント州）© Greenpeace / Ben Deiman

3. 生態系農業で育てているそら豆  ギリシャの農産物の中でも主要なタンパク源作物 
© Greenpeace / Panos Mitsios

4. ハンガリーの有機農場で収穫された野菜 © Greenpeace / NAGY Szabolcs
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生態系農業
生態系農業は、人の健康と環境を守るための唯一の効果的かつ実現可能な解決策
である。生態系農業はすでに世界の多数の地域で実施され、成功しており、より
持続的な農業の必要性に、世界中の専門家が同意している。最近、欧州では有機
農業が拡大しており、農薬を使わない農業が完全に実施可能であり、自在に拡大
縮小でき、経済的に収益性があり、環境的に安全であることが実証されてきてい
る。有機農業を実施している耕地面積は、2002年の570万ヘクタールから2011
年には960万ヘクタールに拡大し、これには農耕地、果樹園、畜産場が含まれる
（European Commission, 2013）。

生態系農業により生産された食品は私たちの健康に安全である。持続的農業では
合成化学農薬を使用せず、農業用地における動植物の機能的な生物多様性を改善
する。

生態系農業の実施により、有害物質のない未来と子どもにとりさらに安全な環境の
創造が可能である。全世界での生態系農業の実施は、地域社会に自給自足能力を与
え、あらゆる人にとり健康的な農業と健康的な食品という未来を約束する。

グリーンピースの生態系農業７原則：

 1.  食料に対する自己決定権

 2.  農業に適切な報奨

 3.  賢くスマートな食料生産と産出量

 4.  生物多様性

 5.  持続的な土壌の健全性

 6.  生態系に対して無害な害虫防除

 7.  回復力のある食料生産システム

Text Box 5.



農薬と健康 ー 高まる懸念

43

ハンガリーの有機農場で収穫された
野菜
© Greenpeace / NAGY Szabolcs
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